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1. はじめに 

 港湾の矢板式係船岸における一般的なレベル 1 地震

時照査において，土圧算定式（物部岡部式）に用いる震

度は長尾らによる照査用震度である 1) 2)。しかしながら，

これは地震後の残留水平変位が許容変形量を超えない

ような水平震度となるように，FLIP の解析結果を用い

てキャリブレーションされた震度である。そのため，照

査用震度と土圧算定式を用いて算定した地震時土圧は

実際に地震時に発生している土圧ではなく，変形量の

制御をするための土圧と言える。 

 これまで筆者らはレベル 1 地震時照査を骨組解析で

行う連成フレーム解析について検討を実施してきた 3) 4)。

解析モデルを構築するにあたり，応力照査を行うため

の作用土圧を設定する際に照査用震度を用いることは，

前述の通り適切ではない。本検討では FLIP による解析

結果に基づき，矢板の応力照査に用いることができる

地震時土圧（以降，推定地震時土圧）の簡易的な設定手

法について検討を行った。 
  
2. 検討条件 

 対象断面は図 1 に示す控え版式の鋼管矢板式係船岸

（鋼管矢板：φ1400×t12，設計水深：-12.5m，タイ材取

付点：+2.5m）をモデルとした。入力地震動はレベル 1

地震動に倍率を乗じたケース（0.25，0.5，0.75，1.0，1.5，

2.0，2.5，3.0，4.0）と異なる再現期間を有するケース（50

年，100 年，150 年，200 年，500 年），レベル 2 地震動

（直下型，海溝型）の計 16 種類を用いている。 

 

3. FLIP による矢板作用力の推定 

 地震時に実際に矢板へ作用していると考えられる土

圧は，2 次元地震応答解析（FLIP）によって算定された

最大曲げモーメント発生時のせん断力の深度分布から

求めた（図 2 緑実線）。この分布荷重（以降，FLIP によ

る地震時土圧）は地震時の主働土圧および残留水圧，動

水圧と矢板前面からの受働土圧の和に相当するものと

考えられる。 

 この分布荷重は，タイ材より上の範囲において，照査

用震度を用いて物部岡部式により求めた地震時土圧

（図 2 橙点線）よりも大きく，タイ材より下の範囲にお

いては反対に小さな値を示している。前者はタイ材よ

り上の矢板がタイ材の拘束により回転し，地盤から反

力を受けるためと考えられる。後者は，照査用震度が控

え工や矢板根入れ部を含めた岸壁全体の海側への変位

の影響も加味している震度であるためと考えられる。 

 また，FLIP による地震時土圧は，図 2 右図の青実線

のように，地震動が大きくなるとタイ材より上の土圧

は小さく，一方でタイ材より下の土圧は大きくなる傾

向がみられた。前者は矢板の海側への回転角が大きく

なり地盤反力が発生しにくくなるため，後者は地震動

による慣性力が大きくなるためであると考えられる。 
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図 2 地震時土圧分布 図 1 検討断面イメージ図 
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4. 地震時土圧の簡易推定方法 

 図 2 の緑実線で示された FLIP による地震時土圧を，

2 次元 FLIP を実施せず簡易的に推定する方法を検討す

る。ここでは，矢板に作用する土圧を代表するパラメー

タとして，宮下・長尾 5)による手法で求めた矢板頭部震

度を用い，当該震度を物部岡部式に代入した土圧に対

し，倍率を乗じることにより土圧を推定することを試

みた。なお，矢板頭部震度が大きく過半数のケースが物

部岡部式の適用範囲を超えることから，矢板頭部震度

の 1/2 をパラメータとして使用している。 

 地震動の大きさに対する感度がタイ材以浅とタイ材

以深とでは異なるため，タイ材以浅とタイ材以深海底

面以上に分けて倍率を検討する。図 3 より，タイ材以上

の土圧合力については矢板頭部震度と強い負の相関が

得られた。ここで，物部岡部式の制約上，大きな震度は

用いることができないため，震度が 0.33 以下となる計

8 ケースで相関を取っている。一方で，タイ材以下海底

面以上の土圧合力については，相関が弱いものの，概ね

0.5 となっている。 

 以上を踏まえ，推定地震時土圧を算定するための倍

率𝑝௦௘は以下の[式 1][式 2]により算定する。 
 𝑝௦௘ ൌ െ10.7ሺ𝑘/2ሻ ൅ 5.2（タイ材以浅） …[式 1] 𝑝௦௘ ൌ 0.5（タイ材以深海底面以浅） …[式 2] 

ここに，𝑘 ：矢板頭部震度 
 
 以上の方法により推定した地震時土圧を，図 2 中の

青実線で示している。物部岡部式による地震時土圧と

比較し，FLIP による地震時土圧に近い形状の土圧分布

が推定できた。 

  

5. 推定した地震時土圧の妥当性の検証 

 推定した地震時土圧および FLIP による地震時土圧を

用いた骨組解析結果の比較により，推定値の妥当性を

検証する。2 種類の土圧を用いて骨組解析により得られ

た最大曲げモーメントの関係を図 4 に示す。再現期間

150 年の地震動に関しては 1:1 の線から大きく外れてい

るものの，他のケースについてはおおよそ 1:1 に近い関

係が得られている。したがって，本検討による推定手法

を用いて算定した地震時土圧はレベル 1 地震時照査に

おいて十分な精度を有しているものと考えられる。一

方，耐震施設のように水平震度 0.25 を超える大きな地

震動（図 3，4 中の白抜きの点）を対象とするような岸

壁については FLIP 等による詳細検討を行う必要がある。 

6. おわりに 

 本研究では，矢板式岸壁の骨組解析に用いる前面矢

板の応力照査用の土圧の簡易設定手法として，FLIP に

よる地震時土圧分布と整合するように，矢板頭部震度

を適用した物部岡部式による地震時土圧に乗じる倍率

を設定し，その推定土圧の妥当性について検証した。 

 今後は他の設計断面についても本手法による計算を

行い，本方法の適用可能性を検討したい。 
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図 4 FLIP の地震時土圧と推定した地震時土圧による 
  骨組解析におけるモーメントの対応関係 

図 3 FLIP および物部岡部式による地震時土圧合力の関係 

CS10-73 令和5年度土木学会全国大会第78回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - CS10-73 -


